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厚生労働省に寄せられた「国民の皆様の声」の集計報告について 

（本省受付分） 

 

 

 

 

 

（平成２２年４月９日から平成２２年４月１５日受付分） 

 

別紙 

○ 厚生労働省に寄せられた「国民の皆様の声」の集計報告（本省受付分）(10/04/19)   

厚生労働省に寄せられる「国民の皆様の声」につきましては、厚生労働行政の政策改

善につながるきっかけとなるものであることから、一週間分の集計結果と現時点での対応

等をとりまとめましたので、お知らせいたします。 

平成２２年４月１９日 

大臣官房総務課情報公開文書室 

（担当 ・内線）   室   長 小 林 洋 子 

室長補佐 大 村 良 平 

（電 話 代 表） ０３（５２５３）１１１１（内線７３２１） 



（単位：件）

来訪 電話 手紙 FAX メール 地方自治体 計

4 38 0 0 509 0 551

0 0 0 0 0 0 0

統計情報部 0 0 0 0 0 0 0

医政局 0 22 1 0 19 0 42

健康局 0 77 0 0 74 0 151

医薬食品局 0 64 0 0 3 0 67

食品安全部 0 0 0 0 0 0 0

労働基準局 0 302 2 0 56 0 360

職業安定局 1 28 0 0 203 0 232

職業能力開発局 0 5 0 0 16 3 24

雇用均等・児童家庭局 0 161 0 0 212 132 505

社会・援護局 0 84 9 0 42 0 135

障害保健福祉部 0 5 0 1 5 0 11

老健局 1 35 0 0 1 10 47

保険局 0 71 0 0 0 0 71

年金局 0 17 6 0 31 0 54

政策統括官 0 0 0 0 12 0 12

日本年金機構 44 649 28 0 40 0 761

50 1,558 46 1 1,223 145 3,023

国民の皆様の声の内訳 ↓
　政策・制度立案への提言 684

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 740

　法令遵守違反に関するもの 12

　その他 1,587

※ 主な国民の皆様の声は、担当部局別に次ページ以降に添付してあります。

合　　計

平成２２年４月１９日
大臣官房総務課情報公開文書室

厚生労働省に寄せられた国民の皆様の声・集計報告（本省受付分）

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

組　織　名

行政相談室
（各部局に属さないもの）

大臣官房
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2 ④

3 ④

4 ④

5 ④

0

メール 地方自治体

0 5514 38 0 0 509

手紙 FAX

551

対　　応
項番 内　　容

概　　要

（主な国民の皆様の声）

【今までの不景気】
間違った企業のリストラで起こったことであって、本当はどの産業
も人手不足なのではないでしょうか？企業というのはいろんな人
が集まって成り立つものだと思います。決して一部の人だけで成
り立っているわけではないと思います。これからは企業はどんど
ん日本人を雇い、本当の意味でのアジアのリーダーの地位を獲
得していかなければいけないのではないでしょうか？
（官邸に寄せられた国政への意見メール：厚労省、内閣府、経産
省へ転送）

長妻さんはバラマキばかりの偽善者だと思います。
（電子政府　各府省への政策に関する意見・要望への意見メー
ル）

電子政府へのご意見で、厚労大臣の
ことを書かれていましたので、ご本人
様が厚労省を指定されメールが届き
ました。厚労省としましては、貴重なご
意見として政務三役及び省内におい
て情報を共有しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の
改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　その他

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

行政相談室

相談係長　　松浦　洋平（内線７１３４）
（０３）５２５３-１１１１（代表）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0

0

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

合計

国民の皆様の声の
内訳（大分類） 　法令遵守違反に関するもの

政府へのご意見の中に雇用の観点も
含まれていましたので、官邸から厚労
省にメールが転送されました。厚労省
としましては、関係省庁と情報を共有
するとともに貴重なご意見として省内
において情報を共有しました。

消費税を上げる話がでてきているが、社会保障費の捻出が出来
ないからですか？もし社会保障費が足りないという理由で上げる
のであれば目的税にしてください。そうでなければ私は反対で
す。なぜなら、現行の消費税をを導入した時の事を思い出しても
らいたい。1984年に3％、1997年に4％プラス1％で5％と財源不
足と言うことで上げておきながら、また上げるとは何事ですか。自
由に使えるようにしてその税金がどこへ消えたか分からないので
しょう。国家財政の基本は、歳入の範囲の中でどう運営するかで
す。何を言ってるんだ、時代錯誤もはなはだしいと思っておられ
るかもしれませんが基本に戻ってもらいたい。
（電子政府　各府省への政策に関する意見・要望への意見メー
ル）

電子政府へのご意見の中に社会保
障の観点も含まれていましたので、ご
本人様が厚労省を指定されメールが
届きました。厚労省としましては、貴
重なご意見として政務三役及び省内
において情報を共有しました。

最近、公務員改革と言っていますが、本当の改革は公務員の受
験資格にある年齢制限を撤廃することではないでしょうか。こん
な年齢制限があるから、ある程度年齢のいった人々は公務員試
験が受けられず、民間にも就職できずにあふれているのではな
いでしょうか。公務員の年齢制限を撤廃してください。お願いいた
します。
（電子政府　各府省への政策に関する意見・要望への意見メー
ル）

電子政府へのご意見の中に雇用の
観点も含まれていましたので、ご本人
様が厚労省を指定されメールが届き
ました。厚労省としましては、貴重なご
意見として政務三役及び省内におい
て情報を共有しました。

〈事業仕分けの変なこと：なぜ大臣が説明しないのか？〉
前略。民主党は事務次官の記者会見を禁止しました。一方、事
業仕分けは担当者です。これでは記者会見というきれいな仕事
は大臣、汚い仕事は部下ということになります。改善案：毎日予
算委員会を開き、大臣に説明させる。ご検討ください。以上。
（電子政府　各府省への政策に関する意見・要望への意見メー
ル）

電子政府へのご意見の中に事業仕
分けの観点も含まれていましたので、
ご本人様が厚労省を指定されメール
が届きました。厚労省としましては、
貴重なご意見として政務三役及び省
内において情報を共有しました。

-2-



分類

6 ④

7 ④

8 ④

9 ④

項番 内　　容
対　　応

概　　要

（主な国民の皆様の声）

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の
改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

「赤ちゃんポスト」という施設がある、以前そういうことを報道で
知った際、言葉を飲んでしまった記憶があります。虐待、暴行を
加え、果ては殺す意思をもって子供を殺害する。これは世の原
点を否定する非人道行為です。いかなる理由が存在しようと許さ
れるべきではありません。親が子を思い、子が親を思う気持ち
に、今、昔の隔たりはありません。新しい文化思想が導入されよ
うとも世が構成される原点としての親子の情愛は変えてはなりま
せん。鳩山政権において親と子の愛の規範を是非構築してくださ
い。
（官邸に寄せられた国政への意見メール：厚労省、総務省、法務
省へ転送）

政府へのご意見の中に児童虐待の
観点が含まれていましたので、官邸
から厚労省にメールが転送されまし
た。厚労省としましては、関係省庁と
情報を共有するとともに貴重なご意
見として政務三役及び省内において
も情報を共有しました。

【コンサートホールなどの車椅子スペースの設置箇所について】
コンサートホールやスポーツ競技場などの車椅子スペースの設
置箇所についての、改善要求と法律案の国会提出をお願いしま
す。本来、コンサートホールやスポーツ競技場などの車椅子ス
ペースは、座って見た時に見えるように設計されていますが、実
際は他のお客さんが立って全然見えなくなります。そこで、車椅
子スペースを最前列に設置する法律をつくっていただきたいので
す。今のホールの車椅子スペースは、現状に合ってないんです。
実際ホールでのライブは、ほとんどのお客さんが立ちっぱなしで
座らないし、私たち車椅子の者にとっては、今の車椅子スペース
は最低です。いきなりの律案提出は無理でも、現状の調査など
をお願いします。
（官邸に寄せられた国政への意見メール：厚労省へ転送）

政府へのご意見の中に障害者福祉
の観点も含まれていましたので、官邸
から厚労省にメールが転送されまし
た。厚労省としましては、関係省庁と
情報を共有するとともに貴重なご意
見として政務三役及び省内において
も情報を共有しました。

国有林に手を付けられましたでしょうか 早く手入れを しないと
山が崩壊してしまいます。 林業は後継者不足です。こんな働き
盛りの方達が失業するような事態は早く打開しなくてはいけませ
ん。 山の整備をする事が温暖化防止に成ります。後継者を育て
て失業対策。間伐材の利用。紙の材料に成る三つ叉、桑の木、
楮、竹など、成長の早い木を植林すれば収益と成ります。建設業
や造園業の方達の仕事にも成ります。林業に携わっていらっしゃ
る方達は体力も付き、伝承された知恵や知識をたくさん持ってい
ます。 残り少ない 山師の方達の貴重な知恵や知識を伝承して
いけば、文化や科学の力では解決出来ない自然の節理に逆らえ
ない事態に遭遇した時役にたつと思います。和紙は高級です。
成長が早く、手漉きでなく機械化をすれば大量生産ができます。
国の収益になり、失業対策になり、ＣＯ２の削減にもなります。
（官邸に寄せられた国政への意見メール：厚労省、内閣府、環境
省、農水省へ転送）

政府へのご意見の中に雇用の観点も
含まれていましたので、官邸から厚労
省にメールが転送されました。厚労省
としましては、関係省庁と情報を共有
するとともに貴重なご意見として省内
において情報を共有しました。

私は、小泉氏、竹中氏の米国リードの新自由主義の逆を行なう
べきと考えます。今のマスコミは、そのままです。　日本のマスメ
デイアか？と疑ってしまいます。新聞の社説は駄文で、考えが浅
いので日本を憂います。石橋湛山の東洋経済新聞の社説を読
みましたが、深い感銘を受けました。大正2年の社説ですが、見
識、教養は現在と段違い。財政、経済の面では、垂直型の格差
是正すべきです。大企業、所得の最高税率をあげるべき。相続
税もあげるべき。その上で、社会保障、セーフティーネット構築を
行う。米国のように、人口の１％が国全体の資産の半分以上握
る世の中は、日本として、なるべきではないと思う。
（官邸に寄せられた国政への意見メール：厚労省、財務省、総務
省へ転送）

政府へのご意見の中に社会保障等
の観点も含まれていましたので、官邸
から厚労省にメールが転送されまし
た。厚労省としましては、関係省庁と
情報を共有するとともに貴重なご意
見として省内において情報を共有しま
した。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

地方自治体

0 42

合計

対　　応

0 22 1 0 19

外国の看護師学校を卒業し、外国において看護師免許を得
たが、日本でも看護師として働きたい。
このため、看護師国家試験受験資格認定審査の申請書類を
入手したいが、インターネットの接続環境が身近にないため
書類のダウンロードができない。入手方法について教えて欲
しい。
過去に罰金刑に処せられたが、免許を取得することができる
か教えて欲しい。
（医師第法４条第３号等の内容に関する問い合わせ）

封筒の表に「看護師国家試験受験資格
認定審査書類希望」と記載して、医政局
看護課まで返信用封筒と切手を郵送する
ようにご説明しました。

国家試験合格後、免許申請時において
免許を与えるか与えないかの判断となる
ので、現段階では取得の可否はお答えで
きない旨をご説明しました。

項番 内　　容

定住外国人が看護師国家試験を受験するにあたり、必要な
事項を教えて欲しい。

概　　要
　メールにて、厚生労働省ホームページ
の看護師国家試験の施行のページを示
し、そこに記載されている受験資格を満
たしていれば受験は可能である旨をご説
明しました。

（主な国民の皆様の声）

　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

41

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

医政局

①② 看護課総務係（内線2596）
③④ 医事課試験免許室
　　　 国家試験係（内線2576、 2577）
⑤　　医事課試験免許室
　　　 免許登録係（内線2574、2575）
⑥　　総務課医療安全推進室（内線
2580）
⑦　　歯科保健課総務係（内線2583）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

1

0

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

メール

身体に障害を持っているが、免許を取得することができるか
教えて欲しい。
（医師法第４条第１号等の内容に関する問い合わせ）

国家試験合格後、免許申請時において
免許を与えるか与えないかの判断となる
ので、現段階では取得の可否はお答えで
きない旨をご説明しました。

国家試験の受験者に対しては、合否問わ
ず成績を通知しているが、卒業証明書が
提出されずに受験が無効になった者につ
いては、成績がないため、通知できない
旨をご説明しました。
また、保有個人情報開示請求によりマー
クシートの写しを開示することは可能な旨
をご説明しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

看護師国家試験を受験したが、成績通知が届いていない。学校を
卒業していないため受験者としての資格はないが、成績を通知し
て欲しい。
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分類

6 ①

7 ⑤

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

○産科医療補償制度分娩機関の加入率がほぼ100％であること
から、大都市圏において当該制度へ未加入の分娩機関が存在せ
ず、当該制度を利用したくない妊産婦が利用できる分娩機関がな
い。当該制度は保険制度であり、妊婦の加入・未加入選択肢を尊
重する制度であるべき。

○制度加入機関においては、当該制度についての説明をしっかり
と行うべき。

○当該制度の仕組み、創設の経緯及び
今後の制度全体の在り方についての方
向性をご説明し、ご理解いただきました。

○制度加入機関における当該制度につ
いての不十分な説明については、御意見
として承わり、詳細な内容について不明
な点があれば、当該制度を運営する(財)
日本医療機能評価機構へお問い合わせ
頂くようお伝えしました。

歯科医師と歯科技工料の支払いをめぐってトラブルとなって
おり、相談窓口があれば教えて欲しい。（歯科技工士の方か
らの問い合わせ）

警察や弁護士等にご相談頂くようご案内
しました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

④

3

④

4

①

5

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 健康局

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先

健康局総務課
榎本　芳人（内線２３１３）
（ダイヤルイン０３－３５６５－２０７７）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 77 0 0 74 0 151

メール

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 17

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 2

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 132

・全面禁煙はやりすぎではないですか。 貴重なご意見として拝聴いたしました。

・国の施策として、この世からたばこを無くしてください。 貴重なご意見として拝聴いたしました。

今後のインフルエンザワクチン株はどのようになっているのでしょ
うか。

今年秋以降に流通されるインフルエンザ
ワクチンの株に関しては、新型インフルエ
ンザ１種類と季節性インフルエンザ2種類
の株が使用され、新型インフルエンザと
季節性インフルエンザが混合された3価
ワクチンの接種が可能となる予定である
ことを説明いたしました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

なぜ肝炎治療に対する医療費助成制度には助成期間が設けられ
ているのですか。

制度の趣旨及び助成期間の考え方につ
いてご説明させていただきました。

肝炎治療に対する医療費助成制度の対象者や制度の内容等につ
いて教えて欲しい。

本事業の目的や助成対象等、制度の概
要についてご説明させていただきました。
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分類

6

①
④

7

①
②

8

⑤

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

肝炎対策基本法に定められた肝炎対策推進協議会を早く立ち上
げ、検討を進めて下さい。

肝炎対策基本法の趣旨及び現在の状況
についてご説明させていただきました。併
せて、協議会の早期立ち上げに対するご
要望について承りました。

原爆症認定の審査について、申請しているが認定状況はどうなっ
ているのでしょうか。

随時審査を行っているところであり、審査
には時間を要しているが審査基準の見直
しや審議会開催回数の増などにより対応
している旨説明いたしました。

私は被爆者です。
民主党は、被爆者に手厚く保護をするといっているので、子ども手
当を配るぐらいならば、原爆被害者に手厚く保障をするべきです。

ご意見として拝聴いたしました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①

3

①

67

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 医薬食品局

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先 書記室管理係長　茂木　匡哉（２７０４）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0

メール

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 67

0 0 3 064

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律において、規
制基準対象製品の確認をしたいとのお問い合わせがありました。

規制基準対象製品の概要をご説明する
とともに厚生労働省ホームページ内にあ
る「化学物質の安全対策ホームページ」
をご案内しつつ、対象製品について説明
を行いました。

・家族がＣ型肝炎で、未熟児で生まれた時「非加熱製剤」を使用さ
れたと思う。医師からインターフェロン治療はできないと言われて
いる。何か補償はないか？

「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝
固第IX因子製剤によるＣ型肝炎感染被害
者を救済するための給付金の支給に関
する特別措置法」の概要をご説明いたし
ました。
※給付金を受けるためには製剤投与の
事実認定が必要ですが、これは訴訟を通
じ裁判所がおこなうものであることをご説
明いたしました。

一部の湿布薬は、副作用の発現頻度が高く、リスクが大きい。この
ような副作用が強い湿布薬を何故野放しにしているのか。また、患
者以外の家族が使用することで、副作用が起きる場合ある。完治
まで数ヶ月かかる場合が多く、このような湿布薬は一刻も早く販売
禁止にし、副作用をなくして欲しい。

この湿布薬による重篤な皮膚の副作用に
ついては、添付文書で注意喚起をしてい
ることをご説明しました。また、「患者向け
医薬品ガイド」においても同様の注意喚
起をするとともに、処方された本人以外の
使用を避けるように注意を呼びかけてい
ることをご説明しました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①
④

2

①

3

①

4

④

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　相談をするために、業務時間外に労働基準監督署あてに
電話をしたが、いつも相談に対応していただいていた担当者
が不在であったため、明日以降連絡するよう案内された。監
督署の職員はいつでも対応できるようにするべきだ。

　事案によっては担当者以外では対
応できない場合もあること、担当者か
ら折り返し電話する等の適宜対応す
ることを説明し、労働局を通して指導
しました。

　全事業場に対して、タイムカードの使用を義務づけ、時間
管理すべきだ。

　時間管理については窓口及び集団
指導等で事業場に対する監督指導を
通じて適正な把握をしているを説明
し、ご理解いただきました。

　有給休暇の買い取り制度を許可、義務化してほしい。 　年次有給休暇は、労働者を休養さ
せることにより、労働者の心身の疲労
を回復させる等を本来の目的としてい
ることについて説明し、ご理解いただ
きました。

　日本では毎日の長時間労働で過労死する人が増えてい
る。日本でも欧州のように労働時間を厳しく規制したほうが
いい。長期休暇を取得しやすい環境を作ってほしい。

　長時間労働の抑制等については積
極的に行っているところですが、貴重
なご意見として承りました。
（匿名のメールであったため、返信は
不可能でした）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 4

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 356

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 労働基準局

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先

総務課
監察官　　　小城　英樹（内線５５８６）
広報係長　　林田　淳一（内線５５８２）

地方自治体 合計

0

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

302 2 0 56 0 360

メール

-9-



分類

5

①
④

6

①

7

①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　相談に行った際、職員の対応（言葉遣い）が悪かった。きち
んとした対応をしてもらいたい。

　相談等については懇切・丁寧な対
応を行うよう指導しているところである
こと、本件についても労働局を通じて
適切に指導する旨説明し、ご理解い
ただきました。

　同居の親族については労災保険に加入できないのはどう
してなのか。

　同居の親族については、原則として
労働基準法の労働者には該当しない
が、常時同居の親族以外の労働者を
使用する事業において、①事業主の
指揮命令に従っていることが明確で
あること。②就労の実態が、当該事業
場における他の労働者と同様であり、
賃金もこれに応じて支払われているこ
と等の要件を満たせば、労働者と取り
扱う旨説明し、ご理解いただきまし
た。

　　適格退職年金契約（適年契約）を有し、かつ当該適年契
約の被保険者を被共済者とする中小企業退職金共済契約
（中退共契約）を既に有する中小企業者については、適年契
約に係る資産の勤労者退職金共済機構への移換はできな
いのでしょうか。現在の考え方をご教示ください。

　既に中小企業退職金共済（中退共）
の共済契約を締結している企業で
は、適格退職年金の資産を中退共へ
移換することは認められていないこ
と、及び、その考え方として、既に中
退共契約を締結している企業では退
職金を支払う基本的仕組みは確保さ
れていることから、労働者が企業年金
の仕組みから外れることのないように
するため認められていないことを説明
いたしました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応
概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ①

3 ②

4 ②

5 ②

ハローワークの担当が企業に対して積極的に求人のアプローチをす
るなどして、ハローワークの求人情報を増やしてほしい。

現在ハローワークでは求人開拓推進員を
増員し、企業訪問回数を大幅に増やして
います。また、各ハローワークの所長を先
頭に企業、事業主団体への求人要請も
行っているところです。引き続き求人確保
のため努力してまいります。

雇用保険の教育訓練給付を受けたい。初回受給の場合は、雇用保
険被保険者期間が１年以上あれば受給できるとあるが、これには何
か一定要件があるのか。

受講開始日が66歳の誕生日の前日以降
にある場合は支給対象にならないこと、厚
生労働大臣が指定した講座を受講する必
要があること等を、ご説明しました。

求人票の記載事項は求職者にとって重要な情報なので、ハロー
ワークで受け付ける際にしっかりと確認してほしい。

部局（課室）名

照　会　先

手紙来訪

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

25

125

　法令遵守違反に関するもの

1

73

国民の皆様の声
把握方法別件数

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

職業安定局

公共職業安定所運営企画室
室長　荒牧英雄（内線5735）
広報担当官　和田史絵（内線5682）
（直通03－3593－6241）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

28 0

項番 内　　容
概　　要

対　　応

（主な国民の皆様の声）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　その他

合計メール

9

電話 地方自治体

0

FAX

203 2320

ハローワークでは、求人情報が正確なも
のとなるよう事業主への確認に努めてい
ます。求人票の内容と求人条件が異なっ
ている場合は、ハローワークから事業主に
対し確認し、求人票の修正等の指導を行う
こととしております。

インターネット上での求人情報は、企業側
からの要望に基づいて、一部を非公開とし
ているものもありますが、事業主からの求
人受理に当たっては、可能な限りインター
ネット上での公開に応じていただけるよう
ご理解とご協力を求めている旨説明しまし
た。

現在、雇用保険の育児休業基本給付金を受給しているが、受給期
間中の就労は認められるのか。

育児休業基本給付金は、育児休業の取
得、育児休業終了後の職場復帰を促進す
るために支給するものであり、受給期間中
に就労されると、給付に関し一定の制限が
かかる場合がある旨をご説明しました。

ハローワークインターネットサービスについて、求人情報は企業名と
電話番号以外全て公開して欲しい。求人情報の非公開部分を閲覧
するために、わざわざハローワークに出向くのは時間と費用の無駄
である。

-11-



分類

6 ②

7 ②

8 ②

9 ②

10 ②

項番

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

内　　容
概　　要

７年間も偽装請負で働かされ続けている。仕事の指示は、派遣元の
会社から直接受けているが、残業や休日出勤の指示は派遣先企業
の担当者から出される。会社は違法行為であると認識しており、私
はこのまま違法と知りながら働き続けていくべきか悩んでいる。行政
が動いて、違法行為是正のきっかけをつくって欲しい（具体的な企業
名の記載なし）。

（主な国民の皆様の声）

具体的な企業名を教えていただければ、
いただいた情報を労働局に伝え、事実関
係を把握し適切に対処する旨、ご説明しま
した。

対　　応

会社から解雇されたが、雇用保険の離職票を書いてもらえない。ハ
ローワークから指導してもらったものの状況は変わらない。何とかし
て欲しい。

離職票は退職日の翌々日から起算して10
日以内に作成することとされております。
いただいた情報を労働局に伝え、事実関
係を確認し適切に対処するよう指示した
旨、ご説明しました。

中小企業緊急雇用安定助成金を受給している企業で、社員には毎
日出勤させているにもかかわらず、タイムカードを打たせていないら
しい企業を知っている。不正受給を行っている恐れがあるため、調
査してほしい（具体的な企業名の記載なし）。

当該助成金については、不正受給に関
し、具体的な事業所名等の情報が寄せら
れた場合に加えて、労働局が任意に対象
を選定し、事業所給付監察官による実地
調査を行っているところです。また、不正
受給が認められた場合には返還手続きを
とるなど厳正な対処を行っているところで
す。なお、具体的な企業名を教えていただ
ければ、事実関係を把握し適切に対処す
る旨、ご説明しました。

ハローワークの窓口の職員の対応が悪い。もっと求職者の身になっ
て対応して欲しい（具体的な窓口名の記載あり）。

事実関係を確認するとともに、職員の接遇
研修を実施するなど、接遇向上に取り組
んでいく旨、ご説明いたしました。

現在就職活動をしている。採用面接において、両親の職業を聞かれ
たが、これは適当なのか。不適当である場合、指導を行っていただ
きたい（具体的な企業名の記載あり）。

いただいた情報を労働局に伝え、事実関
係を把握し必要に応じて指導を行うよう指
示いたしました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
①
④

2
①
④

3 ①

4
①
④

5 ①

05

15

16

　訓練・生活支援給付は無条件で誰でももらえるのか。    訓練・生活支援給付は、生活に困っている方々
が安心して職業訓練を受講できるようにするため、
訓練期間中に生活費の支給を行うものであるとこ
ろ、職業訓練受講の必要性、資産・収入に関する
一定の要件等があり、その内容を詳しく説明しまし
た。

　国は、雇用のセーフティネットとして機動的かつ全
国的に行うべき離職者訓練や、高度な訓練設備等
を要し、スケールメリットを活かすことではじめて実
施可能となる高度なものづくり分野における在職者
訓練及び学卒者訓練を実施してきたところ。
　他方、都道府県は、地域の産業における人材
ニーズに応じた職業訓練を行うという役割分担の
下、職業訓練を進めてきたところであり、都道府県
のみで職業訓練を行うこととするのは困難と考えて
ます。

メール

対　　応

　法令遵守違反に関するもの

　訓練・生活支援給付の支給額について、単身者月１０万円
は低額すぎると思う。

　訓練・生活支援給付の支給額を月１０万円（単身
者）としているのは、雇用保険など他の給付制度の
水準等を踏まえて設定しているものであり、低すぎ
るものではないと考えています。なお、必要である
場合には、訓練・生活支援資金融資（単身者：月上
限５万円）をお申し込みいただくことができます。

（主な国民の皆様の声）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

0

地方自治体

3

　その他

1

5

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

国民の皆様の声・集計報告票

職業能力開発局

総務課
課長補佐　尾田 進（内線５９０７）
総務係長　　　　大原　竜太（内線５９１１）
（ダイヤルイン０３－３５０２－６７８３）

　政策・制度立案への提言 3

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

240

内　　容
概　　要

　 基金訓練の受講については、ハローワークにお
ける職業相談や職業訓練施設における選考を行う
ことにより、それが再就職のために必須であること
や受講に必要な能力を有すること等を判断し、もっ
て、効果的な職業訓練の受講を図っているところで
あり、これを考慮せずに一律に申込み先着順で受
講できるようにすることは適当ではないと考えてま
す。

　先般実施された省内仕分けにおいて、雇用・能力開発機構
の職業能力開発総合大学校を売り出すとの議論がされてい
たようだが、この大学で必死に勉強している若者のことを思
うと胸が痛む。無駄はもっとほかにあるのではないか。

　雇用失業情勢が依然として厳しい中、質の高い
職業訓練指導員の養成等は大変重要と考えてい
ます。
　雇用・能力開発機構を廃止し、職業能力開発総
合大学校も必要な見直しを行う方針ですが、職業
訓練指導員の養成も含む職業能力開発業務につ
いては、効率的・効果的な体制を確保しつつ、高
齢・障害者雇用支援機構に移管し、国の責任にお
いて職業訓練を行う組織とすることとしています。

　緊急人材育成支援事業による職業訓練（基金訓練）の選
考を廃止し、申込みの先着順で受講できるようにすべきでは
ないか。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の改善等を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

項番

　先般実施された雇用・能力開発機構に関する省内仕分け
について、改革が不十分との報道があったが、そのとおりだ
と思う。職業訓練は都道府県のみが行えばいいのではない
か。
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分類

6
①
④

7
①
④

8
①
④

9 ①

10 ①

　当該事業が平成21年度内で終了することの通知
については、当省ホームページ及び当省から事業
の委託先及び認定試験の実施機関を通じて、受講
者の皆様へ周知が図られていると認識しておりま
す。
　本件は、平成22年度に入ってから寄せられたご
意見であり、本年度はすでに当該事業に要する予
算が存在しないことから、修得証明書の発行はで
きない旨、回答いたしました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

  職業訓練は、ハローワークにおける職業相談や
職業訓練施設における選考により、当該訓練を受
講することが再就職のために必須である等、当該
職業訓練を受講することが適切と判断された方が
受講するものであり、これらの選考等の取組を徹底
してまいります。
　また、訓練・生活支援給付の支給要件として、毎
月８割以上の訓練出席率を求めており、訓練に真
面目に出席していなければ給付が停止されること
となります。

　ＹＥＳプログラム（若年者就職基礎能力支援事業）の認定試
験を受け合格したが、当該事業は事業仕分けにより、21年
度限りで廃止されることとなったことから、タイミング的に修得
証明書を受け取ることができなかったことについて納得でき
ない。

　緊急人材育成支援事業による職業訓練（基金訓練）の受
講生の中には、遅刻や早退を繰り返して、意欲が乏しいと見
受けられる人がいるが、訓練・生活支援給付を支払っている
のだから、しっかり指導してほしい。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の改善等を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

   緊急人材育成支援事業による職業訓練の選考について、
中学卒業者よりも大学卒業者が優先されるのか。

　職業訓練の選考については、①現在有する技
能、知識、適性等の状況から判断して、職業訓練を
受講することが再就職のために必要であること、②
その職業訓練を受けるために必要な能力を有する
こと等により行っており、学歴によって優先されるこ
とはない旨を説明いたしました。

雇用型訓練を行う事業主をサポートするために、地
域の主要な商工会議所にジョブ・カードセンターが
設けられており、そちらにご相談頂きたい旨を説明
しました。
※相談者の方には簡潔に制度の概要は説明して
おり、ジョブ・カードセンターに相談していただくこと
にも了承を得ています。

　 緊急人材育成支援事業による職業訓練（基金訓練）が誰
でも受講できるようコース数を増やしてほしい。

ジョブ・カード制度の雇用型訓練を行おうと考えているが、ど
のようにすれば良いのか。

　 基金訓練の受講については、ハローワークにお
ける職業相談や職業訓練施設における選考を行う
ことにより、それが再就職のために必須であること
や受講に必要な能力を有すること等を判断し、もっ
て、効果的な職業訓練の受講を図っているところで
あり、これを考慮せずに一律に希望者全員が職業
訓練を受講することは適当ではないと考えてます。
   なお、基金訓練の定員数やコースの開拓につい
ては、当省及び関係機関において連携し、基金訓
練実施先の開拓を行っている旨の説明をしました。
昨年７月末の事業開始以来、２２年３月３１日現在
で、認定した訓練コース数は約５千７百コース、訓
練定員数は約１２万人となっており、着実に実績を
伸ばしているところです。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

④

2

①
④

3

④

4

①

5

①
④

6

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 雇用均等・児童家庭局

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先

雇用均等・児童家庭局総務課長補佐
　重元博道（内７８１７）
電話：０３－３５９５－２４９１
FAX：０３－３５９５－２６６８

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 161 0 0 212 132 505

メール

・外国人に子ども手当を支給すべきではない。
・子ども手当自体を行うべきではない。
・子ども手当よりも保育所を増やすことが必要。
・今年度から「子供も日本在住であること」を支給要件とすること。

貴重なご意見として承りました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 394

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 2

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 109

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

売春防止対策において「売春の撲滅」という表現があるが、これは
実際に売春をして生計を立てている女性の気持ちや立場を十分に
理解していない表現であり、それにより存在を否定されたように感じ
傷つく人もいる。一人ひとりの女性が、大切にされ、幸せになる必要
があることを国は理解すべきである。

ご意見を十分にお聞きした上で、婦人保護
事業においては、売春にかかわった女性
に対して、さまざまな支援が必要な女性と
してとらえ、ご本人の状況に応じて、各方
面のサービスにつなげ支援を行っている旨
ご説明しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を検
討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

児童扶養手当の申請手続きについて、認定請求において、添付する
書類が市町村ごとに異なるというのは、おかしいのではないか。（相
談者は、以前A市で受理された書類と同じものをB市でも提出したの
だが、受け付けてもらえなかったと主張）
申請にあたり、申請者の負担が大きいのではないか。

市町村に事実関係の確認を行い、規則で
示している書類については、添付していた
だくよう相談者の方に説明し、相談内容に
ついて係内で共有しました。

ＤＶ防止法により加害者とされた男性が、精神的にまいって病気に
なったり、家族崩壊を引き起こしている。
　妻が虚偽の申立をすることもあり、それに対する法的な対応がなさ
れていないことが問題である。
　同様のことを内閣府にも伝えたが、家族の問題であることから、厚
生労働省にも言いたい。

ご意見を傾聴し、所管省庁である内閣府と
共有し、ご意見として賜る旨お伝えした。

ＤＶ防止法により、家・仕事・家族を失った。虚偽の相談に応じて対
応した婦人相談所に責任がある。
　本日、県に対しても、電話で話をしたが、職員が異動したのか、状
況が分かっておらず、対応が悪かったために精神的に苦痛を受け
た。

ＤＶ防止法について説明し、被害者の意向
をお聞きしながら支援することになっている
ことをご説明しました。

マタニティマークを知らない、あるいは知っていても混雑している電車
の中で知らんぷりをする人が多い。マタニティマークが小さくて目立
たないので、もっと大きくするべきではないか。

マタニティマークは、「妊産婦にやさしい環
境づくり」を推進するために取り組んでいる
もの。マタニティマークの入ったキーホル
ダー等については、地方自治体や鉄道会
社等の協力により配布されているもので、
大きさについての決まりはない。我々とし
てはマタニティマークの認知が広まるよう
努力して参りたい旨、ご説明いたしました。
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平成２２年４月９日～４月１５日受付分

件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

④

3

④

4

①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 社会・援護局（社会）

照　会　先

社会・援護局総務課
　課長補佐　大武　喜勝（内線２８１３）
社会・援護局書記室
　管理係長　佐藤　敏彦（内線２８０３）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

対　　応

概　　要

地方自治体 合計

0 84 9 0 42 0 135

メール

　就職安定資金融資を利用したが、６ヶ月以内で就職できな
かったので融資が終了した。その後、生活福祉資金と住宅
手当の申込みをしたが、社会福祉協議会で住民票がないと
貸付はできないと言われたがそのような取扱いなのか。

　住民票を必要書類とするかどうかに
ついては、各都道府県社会福祉協議
会における運用上の問題であります
ので、社会福祉協議会とよく相談して
いただくようにお願いしました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 12

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 9

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 114

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容

　年金受給額と生活保護支給額の差に疑問を感じる。一所
懸命に働いて年金保険料を支払った者が、働かない生活保
護受給者の方が受給額が多いのは納得がいかない。

　ご意見としてお伺いしました。なお、
生活保護基準のあり方については、
ナショナルミニマム研究会での議論も
踏まえて今後考え方を整理していく予
定でございます。

　生活保護制度は、社会的な弱者を保護・自立させるという
点では良い制度だと思うが、不正受給についても報道されて
いる。本当に必要な人に、正しく使われる制度でなければ納
税者として納得がいかない。真面目な者が馬鹿を見るような
事がないように、調査の徹底、不正受給の厳罰化をお願い
する。

　生活保護制度における不正受給の
防止につきましては、生活保護の受
給要件について厳格な審査を実施す
るよう引き続き徹底を図り、生活保護
の適正な運用に努めてまります。

　生活保護を受けている人で、特に障がいなどもなく、就労
可能な人たちがいる。健康で働くことができる生活保護受給
者への指導はどうなっているのか。就労指導を強く行うべ
き。

　生活保護受給者の就労支援につい
ては、福祉事務所に配置している就
労支援員による支援やハローワーク
との連携による就労支援事業を推進
するなど、個々の世帯の状況に応じ
たきめ細かな形での就労支援に取り
組んでいることをご説明いたしまし
た。
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5

④

6

①
④

7

①

8

①

9

①
④

10

①
④

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　緊急小口資金について、県の社会福祉協議会だけではな
く、市の社会福祉協議会においても貸付決定できるようにし
てほしい。

　ご意見としてお伺いしました。
（主な国民の皆様の声）

　介護福祉士の受験資格取得に係る実務経験ルートにおい
て6月の養成課程の受講が必要となるのは何年度の試験か
らとなるか教えてほしい。加えて、働きながら受験資格を取
得できるように受講料等の受講生にかかる負担軽減策を充
実させて欲しい。

　現在、当該ルートでの受験に関して
は調整中であることをお伝えしたうえ
で、平成24年度の試験より受講が必
要となる旨を説明し、ご了解いただき
ました。また、ご要望については貴重
なご意見として拝聴しました。

　介護福祉士及び社会福祉士の資格取得方法について、ど
のような取得方法があるのか教えてほしい。

　士士法に基づく各資格取得ルートに
ついて詳細を説明し、ご了解いただき
ました。

　消費生活協同組合において実施している共済事業の契約
者より、当該組合と契約者との間での共済金支払いに対す
る苦情相談。

　室内でご相談内容について情報共
有し、対応について検討しました。
　検討後、当該組合に対して、契約者
に対して真摯なご説明をするように伝
え、ご相談内容を報告しました。

　消費生活協同組合において実施している共済事業の契約
者より、当該組合の職員の対応等に関する苦情相談。

　室内でご相談内容について情報共
有し、対応について検討しました。
　検討後、当該組合に対して、職員の
対応については、契約者にわかりや
すく、また真摯にご説明するように伝
え、ご相談内容を報告しました。

　社会福祉法に基づく社会福祉主事任用資格の取得方法に
ついて教えてほしい。

　社会福祉法に基づく資格取得方法
について詳細を説明し、ご了解いただ
きました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2 ⑤

3
①
②

4 ①

5 ①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 社会・援護局障害保健福祉部

平成２２年４月９日～４月１６日受付分
照　会　先

【企画課】
　課長補佐　矢田貝　泰之（内線３０１１）
　主査　　　　山田　   大輔（内線３０１６）
（ダイヤルイン　０３－３５９５－２３８９）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 5 0 1 5 0 11

メール

私は障害をもっているが、障害をもたない方や福祉・医療関係者
が見下した対応をしてくるので耐えられない。早くそうした社会を変
えるべきだ。

ご意見をお伺いし、広報・啓発等を通じて
障害を持つ方も暮らしやすい社会づくり
に向けて努めていく旨お伝えしました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 3

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 8

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

全ての保健所がそうではないが、県の保健所の中にはいま
だに措置診察に怠慢なところがある。
平日日中の措置診察・措置入院については適切な対応がな
されるようになったが、夜間や休日では、何の対応もしてくれ
ない。国からの検証をお願いしたい。

県に対し、当該メールの内容を伝え、現
在の状況を確認しました。1年前に各保健
所あて通知し、それ以後このような事例
はなくなっているとのこと。今後も外部か
らの緊急連絡に対応できるよう努めるこ
と、こうしたご意見があったことを各保健
所に伝え周知を促すとの回答を得たの
で、その旨、ご本人に返答しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

平成22年4月から、低所得（市町村民税非課税）の障害者につい
ては、福祉サービスや補装具など個別給付が無料となったので、
日常生活用具などの地域生活支援事業についても個別給付化
し、同様の取り扱いにすべきではないかとのご要望。

全国会議において、地域生活支援事業
についても、障害福祉サービス等の取扱
を参考に検討頂きたい旨、自治体に周知
しているところです。

「障害者地域作業所」のあり方をどう捉えているのか。
収入のない障害者から「利用料」と称してお金を取り、運営してい
るのが現状である。障害者の就労促進を進めるべきで、就労対象
にならないような重度障害者（身障手帳１～２級所持者）には負担
することなく通所できる仕組みを作るべきである。

　「就労継続支援A型及びB型」、「地域活
動支援センター」の制度趣旨・利用者負
担について説明しました。
就労継続支援A型及びB型の利用料は、
平成２２年４月１日より市町村民税非課
税世帯の方は無料とすること等を説明し
ました。

県に退院したい旨伝えたが、退院できない。これからどうした
らいいのか。

退院請求についての判断は、各都道府
県にある精神医療審査会で行われるの
で、現在も入院中であれば、再度、県に
退院請求等の問い合わせをしていただき
たい旨伝えました。
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分類

6 ⑤

7 ①

8 ①

9 ⑤

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

社会福祉士と精神保健福祉士の資格を同時に取得するにあたり、
それぞれ必要な実習時間の規定があるが、それぞれ規定どおり
の実習を受けるのは負担が大きい。実習が１回ですむ方法はない
か。

それぞれの単位取得上で要件を満たして
いるのであれば、現に行っている実習に
ついて、社会福祉士・精神保健福祉士共
に認定する事は妨げていない旨を回答し
ました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

精神保健福祉手帳について、ＪＲの新幹線などの割引はどうして
対象外なのか？

精神障害者保健福祉手帳については、よ
り一層の支援が得られるよう事業者等に
働きかけている旨を回答しました。

知人が今年の３月に、視力障害センターの２２年度入所募集にお
いて提出書類のうち糖尿病に関するヘモグロビンA1ｃ値が一定数
値以上あることをもって入所を断られた。
訓練が続けられるかどうかは、まず入所してみてからの判断でもよ
いのではないか。数値が高いだけでだめというのは納得がいかな
い。

　該当視力障害センター及び各視力障害
センターでの実態を確認し、以下の結果
を伝え、また分からないことがあったら電
話するとのことで対応を終えました。
　・医療面に関しては嘱託医の判断に基
づき、総合的な判断としてセンターで行っ
ている。センターに具体的な基準がある
わけではなく、医療面は医師の判断に基
づく。
　・訓練については、就労移行支援（養成
施設）の場合は、事前に選考を実施して
いる。自立訓練の場合は、暫定支給決定
の中で訓練が実施可能かを判断してい
る。
　

障害をもつ方がプールに行く際に移動支援事業を利用したが、支
援は自宅からプールまでの移動に限られ、プール内における介助
を希望したが断られた。なぜプール内における介助は受けられな
いのか。

　移動支援事業は市町村が地域の実情
に応じて柔軟に事業を実施できる地域生
活支援事業の一つに位置づけられてい
る旨を説明し、当該市町村の担当者にも
本件を伝えました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
②
①

2 ①

3 ①

4 ①

項番

一般の方から、特別養護老人ホームに入所する際の契約に
ついて、何か取り決め事項はあるのかとのご質問をいただき
ました。

指定介護老人福祉施設の人員、設備
及び運営に関する基準第4条に、重要
事項説明書についての取り決めがあ
り、施設側はサービス提供開始にあ
たって、入所申込者またはご家族に
対して、重要事項について説明をし、
同意を得なければならない旨回答し
ました。

都道府県より、介護保険の適用除外施設から他の市町村に
ある介護保険施設に入所した場合、どの市町村が保険者に
なるのかという御質問がありました。

適用除外施設を退所したときに、当該
施設所在地の市町村の被保険者とな
ること、また、介護保険施設に入所す
ることにより住所を移した場合には住
所地特例が適用されることから、適用
除外施設の所在地の市町村が保険
者となる旨説明しました。

・事業所に勤務しているヘルパーであるが、日中に家族がい
る世帯にも派遣されている。
・こうした世帯には訪問介護が不要ではないかとの指摘が
あった。
・併せて、ケアマネジャーの質が悪いので、改善してほしいと
の指摘があった。

・訪問介護の必要性については、利用
者の状態に応じて保険者が個別に判
断し、サービスの提供を行う旨説明し
たところ。
・ケアマネジャーの質については、有
効期間（５年）を設け、その更新の際
に研修を行うなどの仕組みを講じ、質
の確保を図っている旨説明したとこ
ろ。
・指摘の点については組織として情報
共有する旨説明したところ。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

（主な国民の皆様の声）

　法令遵守違反に関するもの

　その他

2

36

介護事業所の方から、介護職員処遇改善交付金の実績報
告書類について、都道府県ごとで提出書類が異なっている
のはなぜかとの質問をいただきました。

介護職員処遇改善交付金は、各都道
府県を実施主体として運営しているこ
とから、必要な書類についても各都道
府県の判断に基づいているが、国とし
ては、できるだけ事業者に過度な事務
負担とならないように、書類は最小限
にするように通知を行っている旨説明
しました。

対　　応
内　　容

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

3

6

部局（課室）名

照　会　先

来訪 電話

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

0

手紙 FAX メール 地方自治体

100

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

老健局

総務課企画官　　　　　藤原朋子（内線3911）
総務課企画法令係　　鈴木敦士（内線3919）

国民の皆様の声
把握方法別件数

合計

4711 35
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分類

5
②
①

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

10 ①

対　　応
（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容

訪問リハビリテーションの対象者はどのような方かとの御照
会をいただきました。

訪問リハビリテーションの対象者は、
通院困難な方である旨回答致しまし
た。

概　　要

事業者の方から、特別養護老人ホームにおいて介護職員
がたんの吸引等を実施できるようになったが、実際いつ
頃から現場で実施できるようになる予定か。画期的な取
り組みであり、心待ちにしている。検討ばかりに時間を
費やさないでほしいとのご質問をいただきました。

医療安全が確保されるような一定
の条件下で実施できる体制整備に
向けて、6月目途で統一的な研修を
実施し、その後は都道府県レベル
で研修を実施し、施設内研修と連
携による実践という方法で対応し
ていく予定である旨回答しまし
た。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

介護老人保健施設に入所したいが、褥瘡のために入所が
断れたという御相談をいただきました。

介護老人保健施設については、入
院治療の必要がある場合その他入
所者に対し自ら適切なサービスを
提供することが困難な場合等を除
き、サービスの提供を拒否するこ
とはできない旨説明しました。

月の途中で引越したら引越先の自治体からも保険料の納
付書が届いたが、二重払いになるのではないか、との質
問をいただきました。

介護保険料は月割の賦課を行って
おり、月の途中で引越しを行った
場合は、引越し先の自治体にのみ
保険料を納付いただくこととなっ
ていること、従前の自治体で既に
当月分の介護保険料を納付されて
いる場合は還付されることとなる
旨説明しました。

療養病床から転換した介護老人保健施設でなくとも、介護老
人保健施設は病院との併設は可能かとの御照会をいただき
ました。

御照会の点につき、可能である旨回
答いたしました。

介護保険は、国民の共同連帯の理念
に基づき、助け合いの精神により、み
んなが少しずつ拠出し合うことによっ
て、介護というリスクを乗り切ろうとす
るものであり、被保険者の方すべてに
御負担いただく介護保険料により、必
要な介護サービスの給付を補ってい
る旨説明しました。

介護保険のサービスを使う予定はないので、保険料を支払
いたくないというご意見をいただきました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①

3

①

4

③

5

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 保険局

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先

総務課
成松課長補佐（内線３２１６）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 71 0 0 0 0 71

メール

医師の指示せんにより第2類医薬品のシャンプー（シラミ駆除用）を
出されたが高額だった。保険適用されないか。

シラミを駆除するという行為については、
現時点で医療行為ではない旨をお伝え
し、保険適用できないことを説明しまし
た。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 1

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 2

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 68

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

自傷行為によって怪我を負った場合、保険給付の対象になるか。 故意に給付事由を発生させた場合には
保険給付の対象となりませんが（健保法
116条）、例えば精神疾患のある方の場
合、保険者の判断によって保険給付の対
象となる可能性はあります。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

入院してから、3カ月を経過すると、病院側の収入が減り、患者が
退院を迫られるということを聞いたが本当か。

医療機関にはそれぞれ担うべき役割が
あり、一定期間を超えた患者には在宅や
介護、長期の療養にふさわしい病院に
移っていただくのが望ましいという考え方
から、９０日を超えると医療機関に支払わ
れる報酬が少なくなるような仕組みである
旨を説明しました。また、患者が不必要に
退院を迫られることにならないよう、医療
機関が退院や転院に向けて努力している
方については、診療報酬の減額の対象と
はしないこととしていることも説明しまし
た。

出産育児一時金の直接支払制度はどのように利用するの
か。

医療機関と合意文書を交わして頂くこと
で利用することができるので、まずは医療
機関にご相談いただきたい旨ご説明しま
した。

出産の費用は負担が大きいため、出産育児一時金の額を更に引
き上げるべきではないか。

現在の出産育児一時金の支給額は平成
２１年１０月から４万円引き上げて原則４
２万円となっていますが、２３年度以降の
出産育児一時金の在り方については、今
後検討していく予定である旨ご説明しまし
た。
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分類

6

①

7

①

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

外国籍の方が海外から日本企業に派遣されて就労する場合に、
社会保険に加入することはできるか。また、日本人が海外に派遣
されて就労する場合、日本の健康保険に加入することはできる
か。

健康保険の加入には国籍が関係なく、日
本国内の適用事業所で使用関係が認め
られれば、外国籍の方でも加入の対象と
なります。逆に、日本人が海外に派遣さ
れる場合でも、労務管理・給与支払等か
ら判断して、日本の事業所との使用関係
が認められる場合は健康保険の適用に
なります。社会保障協定については年金
局に照会するよう案内しました。

後期高齢者医療制度の保険料の支払い方法はどうなっているの
か。また、廃止後の新たな制度の保険料の支払い方法はどうなっ
ているのか。

・現行制度においては、公的年金の年額
が１８万円以上であり、介護保険料を合
算した保険料額が年金額の１／２を超え
ない方は、年金からのお支払いと口座振
替によるお支払いを選択いただいてお
り、上記の条件にあてはまらない方は、
窓口でのお支払いや口座振替によるお
支払いとなっていること
・新たな制度においては、現在、大臣主
宰の高齢者医療制度改革会議におい
て、ご議論いただいていること。
を説明しました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

（主な国民の皆様の声）

分類

1

①
③

2

①
④

3

①
④

4

①

5

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 年金局

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先

年金局総務課
　課長補佐　武内（内線3313）
　企画係長　占部（内線3316）
　（代表）03-5253-1111

国民の皆様の
声

把握方法別件

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 17 6 0 31 0 54

メール

国民の皆様の
声の

内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 21

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 18

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 15

大学生の時に、手続きを忘れたことにより、国民年金に
未納の期間がある。どうしても支払いたいが、今の制度
では無理。過去に期限を設けず、支払いできるような制
度にしてほしい。お願いしたい。

国民年金保険料をさかのぼって納付できる期間を2
年から10年に延長する法案を今国会に提出したとこ
ろです。今般さかのぼって納付できる期間を10年と
したのは、世代間扶養の仕組みである年金制度に
おいて、本来毎月納めるべき保険料をいつまでもさ
かのぼって納めることができることは適当でないこと
から、現行の保険料免除期間に係る保険料追納期
間との整合性も勘案して設定しました。なお、満額
の老齢基礎年金に近づけるため、国民年金におい
ては60歳以降も任意加入できる仕組みが設けられ
ています。

第三者委員会において、自分の年金記録が非あっせん
となった。
再度調査して、記録を回復してほしい。

年金記録の訂正に関し、国民の立場に立って公正
な判断を示すため、総務省に第三者委員会が設置
されています。
第三者委員会において、申立内容を十分に汲み取
り、様々な関連資料を検討した結果、非あっせんと
判断された場合でも、新しい資料が見つかった場合
は、再び第三者委員会に申立ができることになって
おります。

項番 内　　容
対　　応

概　　要

障害基礎年金額について安心した生活が出来るよう一
級と二級とも早く引き上げてほしい。

障害基礎年金の年金額を引き上げることは、老齢
基礎年金との均衡や、現役世代の負担能力との関
係で直ちには困難ですが、ご指摘について、制度改
正に向けた貴重なご意見として承りました。

夫は定年後引き続いて会社に勤めているが、年金が支
給停止されるというのは、腹立たしい。60才になるまで
長年勤めて厚生年金をかけ続け、多額の掛け金をして
きたにもかかわらず、60才になっても働くというだけで、
年金がもらえないというのは悲しい。勿論、働かずに、
支給される年金のみでは、生活はできない。子ども手当
も必要だとは思うが、はたして子供のために使っている
親がどれだけいるのか。もっと中高年世代のことも考え
てほしい。何のために年金をかけてきたのか。

在職老齢年金制度は、厚生年金が被用者相互の支
え合いの制度である中で、高齢者世代のうち、ある
程度の賃金を受けておられる方について、賃金と年
金額の合計額に応じて、年金の一部又は全部を支
給停止する制度であることを詳しくご説明をしたうえ
で、新年金制度の創設に向けて、貴重なご意見とし
て承りました。

生活が苦しいので確定拠出年金の資産を引き出した
い。

確定拠出年金は、老後の所得確保を目的とした年
金制度であり、個人の貯蓄とは違うため、原則として
受給開始年齢到達前の資産の引出しは認められて
いないことをご説明し、ご理解をいただきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・
制度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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（主な国民の皆様の声）

分類

6

①

7

①

8

①
④

9

①
④

10

①
④

障害年金受給者で、郵便局の窓口で年金の支払を受け
ているが、年金の支払いを受けるための送金通知書を
紛失した。再発行の手続きに１か月もかかるという。
送金通知書を紛失すると受け取りが遅くなるので、年金
証書を提出することで、支払いができるようにしてほし
い。

送金通知書の再発行の手続きは、郵便局が窓口と
なっています。
郵便局に「送金通知書亡失届」を提出してから、ゆう
ちょ銀行、日本銀行、日本年金機構における処理を
経て、ご本人が再発行された送金通知書を受け取
るまで４週間程度の日数を要しております。
紛失の心配が無く、年金の支払日に確実に入金さ
れる年金の口座振込をご案内いたしまたが、口座
振込は利用されないとのことでしたので、ご要望に
ついて拝聴し、日本年金機構とともに情報を共有い
たしました。

項番 内　　容
対　　応

概　　要
初診が２２歳の時で、いくつか病院を変わり、１２年前か
ら透析を受け、障害手帳１級となっているが、初診証明
が取れないため、障害年金が受けられない。
カルテの保存期限が５年のため、２２歳時の初診証明を
取ることは無理である。なんとかしてほしい。

障害年金は、初診日において加入されていた年金
制度からお支払いすることになり、初診日時点での
受給要件を満たしていることが必要になります。そ
のため、初診日につきましては原則として医師の証
明が必要になります。
しかしながら、初診日から長期間を経て請求され、
初診日の証明が取得できない場合につきましては、
取得できる最も古い受診記録の医師の証明や交通
事故証明書、健康診断の記録等を提出していただ
いたうえで、初診日が判断できるかを審査すること
になります。
すでに年金事務所でご相談されているとのことでし
たので、ご要望として拝聴いたしました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・
制度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

年金事務所より、年金証書が送付されるまでに２か月も
かかるとの説明を受けた。
どうしてそんなに時間を要するのか。決裁の連続で、確
認業務に時間がかかるなら、中間の決裁を省き、国民
サービスを徹底してほしい。

日本年金機構では、年金の申請を受付てから、書
類審査等を経て年金証書を作成し送付しているとろ
です。この審査にあたっては、必要な確認を行って
いるため、一定の期間を要します。
ご要望について承り、日本年金機構とともに情報を
共有いたしました。

年金の隔月の支給(振込み)は、生活リズムの面から、
非常に不都合。支給のある月に無駄遣いをしたり、支給
のない月に支払いなどがあると不安になる。毎月決まっ
た日に振込みがあると、生活のけじめも付くし、無駄な
出費も抑えられるというもの。生活リズム、家計安定化
のため、ぜひとも毎月の支給(振込み)としてほしい。

年金の支払いは、法律の規定により、毎月2月、4
月、6月、8月、10月および12月の年6回に分けてそ
れぞれ前2カ月分を支給しております。ご意見の通り
に変更することは、業務量や費用面の観点から直ち
には困難ですが、計画的な生活設計をいただくよう
お願いするとともに、受給者のお客様からの貴重な
ご意見として、組織内で共有いたします。

国民年金保険料の納付書が送られてきたが、１年前納
１枚、半年前納２枚、毎月分１２枚と計１５枚である。１年
前納した場合、残り１４枚が無駄となり、捨てるにしても
個人情報があるので破らなければならない。
前年度、１年前納している人に対しては、今年度も同じ
納付方法で納付するとみなし、その旨告知し、１年前納
の納付書１枚のみ送付するよう改善してほしい。

国民年金保険料の納付書は、納付方法を時々の状
況に応じて自由に選択していただけるように、一括
で納める前納分と毎月の納付書を送付させていた
だいているところです。
ご要望について承り、日本年金機構とともに情報を
共有いたしました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

会社法上の会社分割の際の分割契約書における労働契約の記
載例について、お問い合わせがありました。

会社法上の会社分割の際の分割契約書
における労働契約の記載例について、丁
寧に説明し、ご理解をいただきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

労働契約承継法指針に違反する手続きを踏んだとしても会社には
特段の不利益がないように思われる。労働契約承継法指針の手
続きに則らずに分割を行ってもよいかとのお問い合わせがありま
した。

会社法上の会社分割を行う際には、労働
契約承継法に則って行っていただくよう
丁寧に説明し、ご理解をいただきました。

会社法上の会社分割を行い労働契約を承継する場合、年金や退
職金は承継させなくてもよいかとのお問い合わせがありました。

労働契約承継法指針の内容について、
丁寧に説明し、ご理解をいただきました。

会社法上の吸収分割を行った場合の承継会社における就業規則
の取扱いについて、弁護士からのお問い合わせがありました。

労働契約承継法指針の内容について、
丁寧に説明し、ご理解をいただきました。

現在の労働組合は時代に適合していない。連合は民主党と一緒
になって犯罪に荷担している。組合には給与から組合費を天引き
するような制度があるが、その制度を利用して新会社を設立すると
いう新たな労働組合のあり方を考えている、経団連や企業にも話
をしているとのご意見をいただきました。

貴重なご意見として拝聴し、部局内にお
いて情報を共有しました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 12

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

地方自治体 合計

0 0 0 0 12 0 12

メール国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 政策統括官（労働担当）

平成２２年４月９日～４月１５日受付分
照　会　先

室長補佐　黒澤　朗(7725)
総務係長　定政紀彦(7717)
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分類

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

10 ①

労働契約承継法第２条の労働者への通知について、異議申出で
きる労働者がいない場合であっても、通知に異議申出に関する事
項（異議申出ができる旨、異議申出先及び異議申出期限）を記載
する必要があるか否かについて、お問い合わせがありました。

異議申出ができるか否かについては、会
社の判断と労働者の判断が異なることも
有り得るので、記載していただくことが望
ましい旨丁寧に説明し、ご理解をいただ
きました。

中央労働委員会地方調整委員の推薦を求める官報公告の時期に
ついて、お問い合わせがありました。

地方調整委員の推薦を求める官報公告
の時期をお伝えしました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

会社法上の会社分割を行った場合の承継会社等における３６協定
の取扱いについて、お問い合わせがありました。

労働契約承継法指針の内容について、
丁寧に説明し、ご理解をいただきました。

会社法上の吸収分割を行い、分割会社の労働組合の組合員であ
る労働者の労働契約を承継させる際に、労働協約の債務的部分
を分割契約書に記載しなかった場合、どのような効果が生じるの
かについて、お問い合わせがありました。

当該分割の効力が生じた日に、分割会社
と労働組合との間で締結されている労働
協約と同一の内容の労働協約が承継会
社と労働組合との間で締結されたものと
みなされることについて、丁寧に説明し、
ご理解をいただきました。

労働契約承継法第４条の異議申出について、異議申出後の撤回
はできないと先日伺ったが、異議申出後に労使間で新たな合意す
ることは労働契約承継法上禁止されていないかについて、お問い
合わせがありました。

労働契約承継法上禁止されていない旨
丁寧に説明し、ご理解をいただきました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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(参考）

本部分
件 件 件 件 件 件 件

地方分
件 件 件 件 件 件 件

合　計
件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
①
④

2
①
④

3
①
④

4
①
④

5
①
④

0

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

対　　応

国民年金第３号被保険者制度の廃止を早急に実施して欲し
い。被用者年金加入者の配偶者と言うだけで、直接保険料を
納めないで、年金を受け取ることは不公平である。年金財源
が厳しい中、即時廃止するべきである。

年金と雇用保険との調整を早急に廃止して欲しい。調整に時
間がかかり、どちらも受給できない期間があり、生活していけ
ない。

現在失業して、国民年金若年者納付猶予の手続きを行い承
認されている。納付猶予の追納期間１０年を撤廃して、年金を
受け取るまでに納付できるようにして欲しい。また、追納の加
算金も廃止して欲しい。

内　　容

（主な国民の皆様の声）

項番

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民の皆様の声・集計報告票

日本年金機構

サービス推進部
　お客様相談グループ長　　　高水　徹
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 菊地　重人
（代表電話）０３－５３４４－１１００ （内線 3173）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

203

558

部局（課室）名

照　会　先

来訪 電話 地方自治体

国民の皆様の声の
内訳（大分類） 　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

平成２２年４月９日～４月１５日受付分

0

9

メール

39

手紙 FAX

575 17 0
国民の皆様の声
把握方法別件数

合計

0 640

年金額をもっと上げて欲しい。現在、政府の方で年金制度に
ついて見直しをすることを聞いているが、生活ができる年金額
にして欲しい。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

収入が変わらないのに平成２２年度の国民年金保険料が引
き上げられた。毎年国民年金保険料の引き上げが決まってい
るが、これ以上保険料額が上がれば生活できないようになる
ので、保険料額を据え置くように制度を改正して欲しい。

概　　要

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

121

44 649 28 0 40 0 761

35 74 11 0 1

-28-



分類

6
②
④

7
①
②
④

8
②
④

9
②
④

10
②
④

11
②
④

12
②
④

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

ねんきんダイヤル（委託先業者）に電話をかけたが、対応した
オペレーターからは挨拶もなく、言葉使いも悪かった。その
上、的確な回答がなかった。

日本年金機構として、事実確認を
行った上で、必要な指導等を行って
いきます。

事実確認を行った上で、必要な指導
等を行っていきます。
お客様の年金相談に対し、お客様に
プラスとなる「もう一言」を心がけま
す。

記載内容をわかりやすい言葉に置き
換えを行うとともに、お客様向け文書
モニター会議等において検討を行
い、記載内容をわかりやすくするよ
う、引き続き取り組みを行っているこ
とを説明しました。

年金再計算（再裁定）による支払いが遅い。高齢で健康面に
不安があり、出来るだけ早く支払って欲しい。（同様なご意見
が多数ありました。）

年金事務所職員の説明が不十分、事務処理に時間がかか
る、態度やマナーが悪く、不愉快な思いをした。（同様なご意
見が多数ありました。）

各種通知や案内について、内容がわかりづらいものがあるの
で、もっとわかりやすくして欲しい。

ホームページに厚生年金保険の保険料額表が掲載されてな
く、大事な保険料の案内がない。早急に保険料額表を掲載し
て欲しい。

貴重なご意見として承り、ホームペー
ジの早急な改善を行い、４月１４日に
掲載いたしました。

年金事務所の電話がかかりにくい。（何度も電話をかけるも、
話し中で繋がらない）

折り返し年金事務所から連絡するよ
う対応いたします。
年金に関する照会等については、
コールセンターにおいて対応している
旨の周知を図り、年金事務所への照
会電話の分散化等を図っておりま
す。

複雑な事務処理に精通した職員の
集中配置、処理システムの機能強化
等により、事務処理体制の強化に取
り組み、早く支払いできるように努力
してまいります。

平成２２年度分の国民年金保険料納付書に同封されている
リーフレットを見て、１年前納のクレジット納付の申込みをしよ
うとしたが、すでに申込みの締切りが終わっていた。クレジット
納付については、個別にきちんとリーフレットに掲載して欲し
い。

貴重なご意見として承り、次回リーフ
レット作成時に、お客様に対し、記載
内容をわかりやすくするよう取り組ん
でまいります。

対　　応

概　　要

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
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